
Ｌアラート（公共情報コモンズ）の現状について

平成２７年３月２５日

一般財団法人マルチメディア振興センター

資料１４－１

公共情報コモンズの活動状況（前回運営諮問委員会（１１／１３）以降）

利用者の加入・運用状況

＜都道府県加入状況＞

島根県（H26/11/14）、熊本県（H26/12/19）、三重県（H27/2/10）、富山県（H27/2/20）、石川県
（H27/3/16）、山口県（H27/3/16）、福岡県（H27/3/16）、和歌山県（H27/3/25予定）、岩手県
（H27/3/25予定）

＜都道府県等運用開始状況＞

島根県（H26/11/14）、熊本県（H26/12/19）、岡山県(H27/3/19）、千葉県(H27/3/20）

＜情報伝達者システム連携開始状況＞

ココロプラン（H26/12/1）、三井住友海上火災（H26/12/15）、ファーストメディア（H26/12/22）、愛媛
朝日テレビ（H27/1/8）、イッツ・コミュニケーション（H27/1/22）、中海テレビ放送（H27/2/1）

その他の主な活動 実施日

Lアラートシンポジウム2014～「公共情報コモンズ」からの発展～ Ｈ２６年１１月１３日

公共情報コモンズ運営諮問委員会第３３回作業部会 Ｈ２７年１月２９日

公共情報コモンズ運営諮問委員会第３４回作業部会 Ｈ２７年２月２６日

公共情報コモンズマスタ管理システムの強化 Ｈ２７年３月１８日

第１４回公共情報コモンズ運営諮問委員会 Ｈ２７年３月２５日
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加入状況 (利用申込ベース)

※ 加入団体リストは、以下のURLよりダウンロード可能
http://www.fmmc.or.jp/commons/service/

主たる業務の分類 加入数 備考

情報発信者

(括弧内は避難情報発信者数)

都道府県 47

交通・ライフライン事業者 １１

その他 （市町村など） 301

情報発信者合計 359

情報伝達者

放送事業
者

地上波テレビ 97

合計
394

CATV 167

AMラジオ 11

FMラジオ 36

短波ラジオ 1

コミュニティFM 82

ポータル事業者 4

新聞社 22

通信社 2

その他 11

情報伝達者合計 433

中間伝達者 7

特別利用者 4

協力事業者 35

加入団体数合計 832

(25)

(0)

(239)

(262)

主たる業務で分類

複数カテゴリーへの加入者は、
合わせて１団体としてカウント

（平成27年3月末現在）
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サービス利用者数の推移
平成２７年３月末現在
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 サービス利用者数は年々増加傾向にあり、832の団体・社が登録済（H27.3末）。

 情報伝達者（433）に次いで、情報発信者（359）が多い。
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情報発信者（自治体）数の推移
平成２７年３月末現在
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 サービス利用者のうち、情報発信者（自治体）の運用状況の推移を示す。

 本番運用（※）を行っているのは２６都道府県で、当該都道府県内の市町村の
合計数は1017に上る。

※「本番運用」中の２６都道府県には、避難情報の発信を行っていない県が１つ含まれる。
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情報伝達者の属性別の分類
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平成２７年３月末現在

 登録済みの情報伝達者436社の事業分野別の分類を示す。

 そのうち、放送事業者の合計は395社で、全体の９割を占める。

※ 放送事業者数（新聞社、通信
社、ポータル事業者、その他を除
いた数）は394。

合計，433
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情報伝達者数の属性別の推移
平成２７年３月末現在

 情報伝達者の事業分野別の登録数の推移を示している。

 最近１年間で、ＣＡＴＶ事業者のほか、アプリを利用して情報伝達する事業者
（「その他」に分類）が増加傾向。
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都道府県の利用申込数と避難情報運用状況
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平成２７年３月末現在

都道府県

 都道府県における利用申込数と避難情報運用状況を示している。

 平成27年３月２０日現在、利用申込済みの都道府県数は47。

 そのうちで本番情報として避難情報の発信が可能な数は25。

（※）本番情報として「避難情報」を発信していない県が１つある。 7
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秋田県、宮城県、福島県、新潟県、静岡県、岐阜
県、京都府、滋賀県、大阪府、兵庫県、広島県、徳
島県、愛媛県、大分県、

北海道、茨城県、千葉県、東京都、岡山県、鳥取
県、島根県、香川県、高知県、宮崎県、熊本県

福井県、愛知県、三重県、栃木県、
神奈川県、山梨県、沖縄県

青森県、岩手県、山形県、群馬県、
埼玉県、長野県、富山県、奈良県、
和歌山県、山口県、佐賀県、
鹿児島県、

参加中の都道府県：

４７

本番情報を発信中：

２５

本番情報未発信：

２２

準備中： １９

検討中： ３
福岡県、

石川県、長崎県

（平成27年3月末現在）
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Lアラート（公共情報コモンズ）参加中の都道府県の分類

※ 赤字： 26年度本番開始団体

※ グレー矢印： 27年４月以降の想定

連携システムで接続している情報伝達者（１／２）

平成２７年３月末現在
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№ 区分
運用開始

時期
情報伝達者 都道府県

接続
方式

備考

1地上波放送 2012/1/17 日本放送協会 全国 TVCML
データ放送、ホームページ他
全国のデータを東京で一括受信

2地上波放送 2012/1/17 サンテレビ 兵庫県 TVCML データ放送

3地上波放送 2012/8/31 テレビ埼玉 埼玉県 TVCML データ放送

4地上波放送 2013/7/1 東北放送 宮城県 SOAP データ放送

5地上波放送 2013/7/22 静岡放送 静岡県 TVCML データ放送、ホームページ

6地上波放送 2014/4/1 日本海テレビジョン放送 鳥取県、島根県 SOAP L字・データ放送

7地上波放送 2014/7/7 テレビ新広島 広島県 SOAP L字放送

8地上波放送 2014/10/15 京都放送 京都府 SOAP データ放送

9地上波放送 2015/1/8 愛媛朝日テレビ 愛媛県 SOAP

10CATV 2012/1/17 BAN-BANネットワークス 兵庫県 TVCML コミュニティチャンネル

11CATV 2013/3/20 気仙沼ケーブルネットワーク 宮城県 SOAP データ放送

12CATV 2013/6/13 ケーブルテレビ佐伯 大分県 メール コミュニティチャンネル・データ放送

13CATV 2013/10/22 ケーブルテレビ可児 岐阜県 TVCML データ放送

14CATV 2014/3/17 ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク 静岡県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送

15CATV 2014/3/17 トコちゃんねる静岡 静岡県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送

16CATV 2014/4/15 浜松ケーブルテレビ 静岡県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送

17CATV 2014/6/4 いなばぴょんぴょんネット 鳥取県 メール コミュニティチャンネル・Ｌ字放送

18CATV 2014/7/1 愛媛ＣＡＴＶ 愛媛県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送



連携システムで接続している情報伝達者（２／２）
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№ 区分
運用開始

時期
情報伝達者 都道府県

接続
方式

備考

19CATV 2014/7/8 黒潮町ケーブルテレビ放送 高知県 SOAP コミュニティチャンネル

20CATV 2014/7/8 ビィーティーヴィーケーブルテレビ 宮崎県、鹿児島県 SOAP コミュニティチャンネル

21CATV 2014/8/1 蓼科ケーブルビジョン 長野県 SOAP コミュニティチャンネル

22CATV 2014/10/1 CATV富士五湖 山梨県富士吉田市 HTML

23CATV 2014/10/1 香川テレビ放送網株式会社 香川県 HTML

24CATV 2015/1/22 イッツ・コミュニケーションズ 神奈川県 SOAP

25CATV 2015/2/1 中海テレビ放送 鳥取県 SOAP データ放送。スマホアプリ。

26FM放送 2014/10/1 兵庫エフエム放送 兵庫県 SOAP

27新聞社 2012/6/5 中国新聞社 広島県 SOAP 防災メールでの利用

28新聞社 2013/7/22 静岡新聞 静岡県 TVCML ホームページ

29 ＩＴ 2011/6/20 フューチャーリンク 全国 SOAP 地域ポータル（自治体毎の契約）

30 ＩＴ 2013/7/1 ＩＩＪ 全国 SOAP デジタルサイネージ（自販機設置）

31 ＩＴ 2013/8/22 ヤフー 全国 SOAP PC/スマホサイト・防災スマホアプリ

32 ＩＴ 2013/10/1 ゲヒルン 全国 SOAP ポータルサイト、ツイッターに利用

33 ＩＴ 2014/12/1 ココロプラン（株） 鹿児島県 SOAP

34 ＩＴ 2014/12/15 三井住友海上火災 全国 SOAP スマホアプリ

35 ＩＴ 2014/12/22 ファーストメディア 全国 SOAP

36その他 2014/10/1 時事通信社 全国 SOAP 記事の自動作成

平成２７年３月末現在

流通している主な本番情報

発信者

情報種別

備考

避
難
勧
告
・
指
示

避
難
所
情
報

災
害
対
策
本
部
設
置

被
害
情
報

お
知
ら
せ

河
川
水
位
情
報

雨
量
情
報

水
位
周
知
河
川

潮
位
情
報

緊
急
速
報
メ
｜
ル

北海道/全市町村 ○ ○ ○ ○
宮城県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ イベント情報及びお知らせで防災関連の情報を発信する市町村がある。

秋田県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
福島県/全市町村 ○ ○ ※ ○ ※ ※災害対策本部は、県が設置した場合のみ配信。※楢葉町、大熊町が独自に生活情報を発信

茨城県/全市町村 ※ ※ ※ ※コモンズエディタで情報発信。お知らせは一部の市町村が発信

千葉県/全市町村 ○ ○ 〇
東京都/全市区町村 ○
神奈川県 川崎市 ○ ○ ○ 光化学スモッグに関する情報を「お知らせ」で発信。

新潟県/全市町村 ○ ※ ○ ※ ※避難所情報は新潟市のみ。 ※イベント（お知らせ）は、新潟市、長岡市のみが発信。

岐阜県/全市町村 ○ ○
静岡県/全市町 ○ ○ ○ ○
滋賀県/全市町 ○ ○ ○ イベント（お知らせ）として県からの各種お知らせを発信。

京都府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
大阪府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ イベント（お知らせ）として防災関連の情報を発信。

兵庫県/全市町 ○ ○ ※ ※ ※お知らせ、イベント（お知らせ）は、一部の市が発信

鳥取県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ お知らせは、災害に関連した内容に限定して発信。

島根県/全市町村 ○ ○
岡山県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
広島県/全市町 ○ ○ ○
徳島県/全市町村 ○ ○
香川県/全市町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
愛媛県/全市町村 ※ ※ ※ ※ ※コモンズエディタで情報発信。お知らせは一部の市町村が発信。

高知県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○
熊本県/全市町村 ○ ※ ※ ※お知らせ、イベント情報は、一部の市町村がコモンズエディタで発信。

大分県/全市町村 ○ ○
宮崎県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
埼玉県下23市町 ○ ○ 防災無線で住民へ連絡している情報を中心に発信。

長野県 ○ ○ 河川・雨量のみを発信。

長野県下の市町村 ※ ※ ※ ※ ※ ※一部の市町村が情報発信。

イ
ベ
ン
ト
（お
知
ら
せ
）

（注１） イベント情報/お知らせ欄に“○”が記載されているものは、府県のシステムで入力機能が用意され
ていることを表しており、全ての市町村が情報発信しているわけではありません。また、情報種別「イ
ベント情報」のジャンル“お知らせ”で防災関連の「お知らせ」を発信されている場合が多数あります。

平成27年3月末現在
（赤字： 26年度に運用開始）

（注２） 緊急速報メールの欄に“○”が記載されているものは、府県または市のシステムにコモン
ズ経由の緊急速報メール一括配信機能が組み込まれていることを表しており、全ての
市町村が当該の機能を利用しているとは限りません。 11



公共情報コモンズ運営諮問委員会作業部会活動状況

 第３３回作業部会（平成２７年１月２９日）

1. 新たな事業者の参加について（１社）

2. Ｌアラート（公共情報コモンズ）の利用状況について総務省からの委託調査研究について

3. 「Ｌアラートシンポジウム２０１４」のフォローアップ

4. ２０１５年度ＦＭＭＣ事業計画等について

5. 利用規約等の改定について

6. その他

12

 第３４回作業部会（平成２６年２月２６日）

1. 情報伝達者の候補事業者のプレゼンテーション（２社）

2. 中期的運営方針のフォローアップとアップデート

3. サービス利用規約改定＜Lアラート以外＞

4. 平成２７年合同訓練の基本方針

5. 協力事業者、情報伝達者（マスメディア関連除く）の活動状況のフォローアップ（報告）

6. 報伝達者の活動状況プレゼンテーション

7. その他
・加入状況（利用申込ベース）について
・ライフライン等のアプローチ状況について（総務省）

【議題】

【議題】


